
住民への情報伝達
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 伊方町は、防災行政無線、広報車、CATV、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、臨時災害放送局（FM放送）等を活用し、住民へ情

報を伝達。また、一時集結所である伊方中学校及び瀬戸総合体育館に派遣された職員は、移動系防災行政無線や

衛星携帯電話等により、伊方町と情報を共有。

 消防団や自主防災組織は、住民に情報伝達を行うため、各消防団に配備している携帯端末、車載端末のﾃﾞｼﾞﾀﾙ

防災行政無線や、各地区の防災行政無線屋外拡声子局に設置された双方向通信機により、伊方町と避難者の状
況や避難誘導体制等、地域ｺﾐｭﾆﾃｨを活用した情報共有を実施。

 社会福祉施設、保育所、小中学校への情報伝達は、伊方町から実施。

：防災行政無線屋外拡声子局配置箇所（30箇所）

い かた ちょう

い かた ちょう

い かた せ と

い かた ちょう

伊方町役場

災害対策本部
い かた ちょう

い かた ちょう

PAZ

瀬戸総合体育館

一時集結所
せ と

瀬戸支所
せ と

消防団は移動系ﾃﾞｼﾞﾀﾙ防災
行政無線等により情報共有

●伊方町は、防災行政無線、
広報車、CATV等を活用し、
住民へ情報を伝達。

●一時集結所である伊方中

学校及び瀬戸総合体育館
に派遣された職員は、移動
系防災行政無線や衛星携

帯電話等により伊方町と情
報を共有。

い かた ちょう

い かた ちょう

い かた

せ と

伊方中学校

一時集結所

い かた

自主防災組織は各地区の
防災行政無線屋外拡声子
局に設置された双方向通
信機により情報共有



PAZ内における避難体制

 警戒事態が発生した場合、伊方町は、住民広報、愛媛県に対して避難用車両等の手配依頼、一時集結所及び避
難経由所の開設準備を行う。一方、施設敷地緊急事態要避難者等は、避難準備等を行う。

 施設敷地緊急事態になった場合、伊方町は、住民へ避難準備の周知を行う。一方、施設敷地緊急事態要避難者
等は、支援者が同行することで避難可能な者等はあらかじめ定められた避難先施設、避難経由所等へ避難を開始
する。なお、避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は輸送等の避難準備が整うまで屋内退避を実施する。避難経
由所へ避難の後は、広域避難所又は福祉避難所に移動する。

 全面緊急事態になった場合、伊方町は住民に避難を指示。自家用車で避難が可能な住民は避難経由所へ避難し、
自家用車による避難が困難な住民は、一時集結所に集合のうえ、避難経由所へ避難。その後、広域避難所へ移
動する。

避難元

（伊方地域、

瀬戸地域）

福祉
避難所
（9施設）
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広域
避難所
（13施設）

 各広域避難所に移動す
るための受付等を実施

 児童等の保護者への引
き渡しを実施

避難経由所

（松前公園）

主に県が手配した車両（ﾊﾞｽ等）で避難
経由所まで移動するために、一時的な
集合場所として活用

＜利用対象者＞
 自家用車避難が困難な住民

 避難可能な在宅の避難行動要支援
者のうちﾊﾞｽ・福祉車両で避難する者

 安定ヨウ素剤未配布の者

一時集結所

（伊方中学校、瀬戸総合体育館）

 自家用車避難ができる者
 小中学校等の児童等

い かた ちょう

い かた ちょう

い かた ちょう

い かた

い かた

せ と

せ と ま さき



避難準備警戒事態

施設敷地緊急事態

全面緊急事態

PAZ内の学校・保育所の避難

 PAZ内の4つの小中学校の児童等（約300人）は、警戒事態になった場合、避難準備を開始し、施設敷地緊急事

態になった場合、職員とともに避難経由所（松前公園）に移動後、保護者に引き渡す。
 PAZ内の3つの保育所の児童（約130人）は、警戒事態になった時点で保育を中止し、保護者へ引き渡す。保護者

への引き渡しができなかった児童は、施設敷地緊急事態になった場合、職員とともに最寄りの学校に移動のうえ、

学校の児童等と一緒に避難経由所（松前公園）に避難し、保護者に引き渡す。
 全ての学校・保育所において個別避難計画を策定済。

保護者が児童を引き
取り・避難準備

児童の
引き渡し

避難の開始児童等と職員がともに避難経由所（松前公
園）に避難を開始

保育所

保育所名
人数

児童 職員 合計

大浜（おお はま）保育所 13人 6人 19人

伊方（いかた）保育所 88人 15人 103人

九町（くちょう）保育所 25人 6人 31人

合 計（3施設） 126人 27人 153人

学校

学校名
人数

児童等 職員 合計

水ヶ浦（みず が うら）小学校 22人 8人 30人

伊方（い かた）小学校 121人 12人 133人

九町（く ちょう）小学校 58人 13人 71人

伊方（い かた）中学校 100人 20人 120人

合 計（4施設） 301人 53人 354人

避難経由所（松前公園）
保護者への引き渡しができなかった児童は、避難経由所で保護者
に引き渡し

※1 学校に保護者が児童等の迎えに来た場合は、引き渡しを実施
※2 児童等の人数については、平成30年11月1日現在

避難準備※1

避難経由所（松前公園）
児童等は、避難経由所で保護者に引き渡し

引き渡しができなかった児童と
職員は、最寄りの学校に移動し、
学校の児童等と一緒に避難経

由所（松前公園）に避難を開始
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ま さき

ま さき

ま さき

ま さき

ま さき

ま さき



 PAZ内の社会福祉施設（1施設約100人）について、個別避難計画を策定済であり、 UPZ外の松前町にある施設に

おいて、避難先を確保。

 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、放射線防護対策が講じられたつわぶき荘（自施設内）において、輸送等

の避難準備が整うまで屋内退避を実施。その他の入所者等は、あらかじめ定められた避難先施設へ避難を実施。

 何らかの事情で、あらかじめ選定しておいた避難先施設が活用できない場合には、愛媛県が受入先を調整。

PAZ内の社会福祉施設の避難

＜PAZ内１施設の入所者等の避難の考え方＞

30

※1 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は自施設内で屋内退避
※2 輸送等の避難準備完了後、あらかじめ定められた避難先施設へ避難
※3 その他の入所者等は、あらかじめ定められた避難先施設へ避難
※4 短期入所生活介護については、入所定員数ではなく、平均的な入所者数で算定

避難元施設

＜放射線防護施設＞

計100人

施設名 施設種別
入所

定員数

つわぶき荘

介護老人福祉施設 55人

軽費老人ﾎｰﾑ 30人

短期入所生活介護 15※4人

※1

※3

自施設内
屋内退避

※2

避難先施設

施設種別 市町名
受入見込

人数

介護老人福祉施設

松前町
（2施設）

35人

軽費老人ﾎｰﾑ 35人

軽費老人ﾎｰﾑ 30人

計100人

※3

ま さき ちょう

ま さき ちょう



 在宅の避難行動要支援者の155人うち、112人は支援者がいることを確認。残る避難行動要支援者

については、伊方町、自主防災会議、民生委員、消防団等によるﾜｰｸｼｮｯﾌﾟを通じて支援者を確保。
 支援者の同行により避難可能な者は、支援者の車両、ﾊﾞｽ、福祉車両等で避難先へ移動。

 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者は、支援者の車両又は福祉車両等で、近傍の放射線防護施
設へ移動。輸送等の避難準備完了後、避難を実施。

PAZ内の在宅の避難行動要支援者の避難

広
域
避
難
所
（
13
施
設
）又
は
福
祉
避
難
所
（
9
施
設
）

支援者が同行等をすることで避難可能な者

支援者の自家用車等で移動

支援者とともに徒歩、
ﾊﾞｽ等で移動

ﾊﾞｽ、福祉車両等で移動

避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者

支援者の車両又は福祉車両等で移動
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支援者

在宅避難行動

要支援者
（155人）

つわぶき荘、伊方中央公民館、九町診療所

放射線防護施設

伊方中学校

瀬戸総合体育館

一時集結所 避
難
経
由
所
（
松
前
公
園
）

ﾊﾞｽ、

福祉車両
等で移動

80人（支援者37人）

3人（支援者3人）

72人（支援者72人）

い かた ちょう

い かた

せ と

い かた く ちょう

ま
さ
き

輸送等の避難準備完了後、
避難を実施※避難行動要支援者の数は平成30年7月1日現在

避難に必要な準備が整うまで屋内退避を実施



PAZ内において施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力

 施設敷地緊急事態で必要となる輸送能力は、想定対象人数約750人について、ﾊﾞｽ27台、福祉車両
16台（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様5台、車椅子仕様11台）。

想定対象
人数

想定必要車両台数※1,2

備 考
ﾊﾞｽ※3

福祉車両※4,5

（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様）
福祉車両※4,5

（車椅子仕様）

学校・保育所の児童等の
避難

507人
（児童等427人+

職員80人）

（7箇所）

20台 0台 0台 保護者への引き渡しによりその分必要車両台数は
減少【資料P29】

社会福祉施設の入所者等
の避難※6

118人※7

（入所者97人+
職員21人）

（1箇所）

3台
（入所者67人+

職員8人）

3台
（入所者5人+

職員2人）

8台
（入所者25人+

職員11人）

【ｽﾄﾚｯﾁｬｰ兼車椅子仕様）】※5

○施設車両（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ1人、車椅子2人乗り：1台）
○四電車両（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ2人、車椅子1人乗り：2台）
【車椅子仕様】
○施設車両（車椅子1人乗り:1台）
○伊方町（いかたちょう）車両（2人乗り：1台）
○四電車両（6人乗り：3台）

在宅の避難行動要支援者
等の避難

117人
（要支援者80人+

支援者37人

4台
(要支援者65人

+
支援者16人)

1台
（要支援者2人+

支援者2人）

3台
（要支援者13人+

支援者19人）

【ｽﾄﾚｯﾁｬｰ兼車椅子仕様）】※5

○四電車両（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ2人、車椅子1人：1台）
【車椅子仕様】

○四電車両（6人乗り：2台）

在宅の避難行動要支援者
のうち、避難の実施により
健康ﾘｽｸが高まる者等を
放射線防護施設に輸送※6

6人
（要支援者3人+

支援者3人）

0台 1台
(要支援者3人+

支援者3人)

0台 放射線防護施設に輸送【資料P31】
近距離のため福祉車両1台（四電車両：ｽﾄﾚｯﾁｬｰ2
人乗り）でﾋﾟｽﾄﾝ輸送（2往復）を想定

合 計 748人 27台 5台 11台

※1 数字は現段階で地方公共団体が把握している暫定値
※2 想定必要車両台数（ﾊﾞｽ、福祉車両）は、各施設又は伊方地域・瀬戸地域で必要となる車両台数を合算

※3 ﾊﾞｽは、佐田岬（さだみさき）半島の地域特性を踏まえ、26人乗りにより想定
※4 ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、車椅子どちらも乗車でき、配置により乗車台数を自由に変えられる車両を多く配備しているため、実際配備している車両の仕様を基に必要台数を積算
※5 ｽﾄﾚｯﾁｬｰ兼車椅子仕様の車両で想定した場合は、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様と車椅子仕様にそれぞれ1台ずつ積算
※6 「避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者」は、輸送等の避難準備が整うまで放射線防護施設内に屋内退避
※7 なお、この他、自施設内で屋内退避を実施する社会福祉施設の入所者（避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者）が10人、職員6人が存在
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い かた せと



PAZ内における施設敷地緊急事態での輸送能力の確保

 施設敷地緊急事態発生時には、社会福祉施設、在宅の避難行動要支援者、教育機関の避難のため
に、伊方町、学校、社会福祉施設及び四国電力が保有する車両のほか、愛媛県と愛媛県ﾊﾞｽ協会の
協定及び覚書に基づき、ﾊﾞｽ協会が保有する車両により、必要車両台数を確保。

確保車両台数
備 考ﾊﾞｽ等

（ﾊﾞｽ、乗用車）
福祉車両※1

（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様）
福祉車両※1

（車椅子仕様）

（A）必要車両台数 27台 5台 11台

（B）確保車両台数 計27台以上 計9台 計11台

確
保
先

伊方町 ― ― 1台
【車椅子仕様】
○1台（1台当たり：車椅子2人）

学校、社会福祉
施設

5台 1台 2台

【ﾊﾞｽ等】
○3台（各29人乗り) ○各1台（15人、10人乗り）
【ｽﾄﾚｯﾁｬｰ兼車椅子仕様】※1

○1台（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ1人、車椅子2人）
【車椅子仕様】
○1台（1人乗り）

愛媛県のPAZ・
UPZ内市町のﾊﾞ
ｽ会社

22台以上 － －

ﾊﾞｽ台数の内訳
【ﾊﾞｽ】
22台（26人乗り）
愛媛県のPAZ・UPZ内市町のﾊﾞｽ会社が保有する車両
総数267台

四国電力 － 8台※2 8台※2

【仕様】
四電福祉車両は、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ、車椅子の配置を自由に変
えられる仕様であり、下記2ﾊﾟﾀｰﾝの配置を想定
ﾊﾟﾀｰﾝ①：＜ｽﾄﾚｯﾁｬｰ2人、車椅子1人＞
ﾊﾟﾀｰﾝ②：＜車椅子6人＞
【配備台数】

8台（伊方地域）※1

※1 ｽﾄﾚｯﾁｬｰ兼車椅子仕様の車両を保有している場合は、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ仕様と車椅子仕様にそれぞれ1台ずつ積算
※2 「避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者」を放射線防護施設にﾋﾟｽﾄﾝ輸送した車両は、その後避難に使用
※3 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）が必要に応じて支援を実施 33
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避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる在宅の避難行動要支援者に係る対応

34

 避難の実施により健康ﾘｽｸが高まる者等については、輸送等の避難準備が整うまで放射線防護機能を付加した近
傍の放射線防護施設で屋内退避を実施。

 PAZ内の放射線防護施設は、3施設884人を収容可能。
 放射線防護施設においては、884人がおよそ7日間を目安に生活できる食料及び生活物資等を確保するため、必

要な備蓄と供給体制を整備済み。

九町診療所
（収容可能者数：73人）

伊方中央公民館
（収容可能者数：165人）

く ちょう

い かた

放射線防護施設（PAZ内：3施設）

つわぶき荘
（収容可能者数：646人）

PAZ



 台風等により気象庁から暴風警報等が発表される等、外出をすることで命に危険が及ぶような場合には、PAZ及

び予防避難ｴﾘｱ内の施設敷地緊急事態要避難者及び住民は、無理に避難せずに、安全が確保されるまでは、屋

内退避を優先。

 その後、例えば天候が回復するなど、安全が確保できた場合には、避難を実施。 また、避難の実施により健康ﾘｽ

ｸが高まる者は、近傍の放射線防護施設で屋内退避を実施。

 なお、全面緊急事態となった段階で天候が回復するなどし、避難を実施する際には、国及び愛媛県等は、避難経

路や避難手段のほか、原子力発電所の状況や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果、気象情報等の情報共有や緊急時の対策

についての確認・調整等を実施。

避難準備

自宅等にて
屋内退避

施設敷地
緊急事態
要避難者

住 民

施設敷地緊急事態警戒事態 全面緊急事態

天候回復

放射線防護施設に
て屋内退避

自宅等にて屋内退避

避難の実施により
健康ﾘｽｸが高まる者

徒歩等

＜全面緊急事態で天候が回復した場合の対応の例＞

福祉車両等による避難

バスによる避難

輸送等の避難準備
完了後に避難

避難先

避難準備

一時集結所

自家用車等による避難

台風時など（気象庁における暴風警報の発表等）※

ＵＰＺ外

（外出をすることで命に危険が及ぶような場合）

※ 台風等に伴う大雨により、市町から土砂災害や洪水等に係る避難
勧告が発令された場合等には、該当地域の住民は、指定緊急避
難場所等の安全が確保できる場所で屋内退避を実施。

台風時などにおけるPAZ（予防避難エリア含む）内の防護措置
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自然災害等により道路等が通行不能になった場合の復旧策

他の緊急輸送交通施設管理者
（国土交通省国道事務所）

（市・町 道路管理者）
（西日本高速道路株式会社等）

（港湾管理者・空港管理者）
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国道197号

啓開ｽﾃｯﾌﾟⅠ
啓開ｽﾃｯﾌﾟⅡ

愛媛県庁

災害対策本部

災害発生

道路管理者は道路施設の被害状況
等の情報収集を実施

伊方発電所・三机港を連絡する
国道378号等を啓開

伊方発電所・三崎港を連絡する
国道197号等を啓開

ｽﾃｯﾌﾟⅠ

ｽﾃｯﾌﾟⅡ

愛媛県道路啓開計画

連携

協定に基づく業務支援活動

（一社）愛媛県建設業協会等

各管理者が道路啓開等を実施

愛媛県

避難開始前の段階において、避難計画で避難経路として定められている道路等が自然災害等により使用できない場

合は、愛媛県、伊方町は、代替経路を設定するとともに、道路等の管理者は復旧作業を実施。

 「愛媛県道路啓開計画」の啓開優先順位（ｽﾃｯﾌﾟⅠ～Ⅲ）に基づき道路啓開を行い、緊急輸送道路の確保を行う。
 直轄国道及び高速道路については、国土交通省四国地方整備局及び高速道路会社（NEXCO）が早急に被害状況

を把握し、迅速かつ的確な道路啓開、仮設等の応急復旧を行い、早期の道路交通の確保等に努める。

い かた ちょう

い かた

い かた

＜愛媛県の管理道路＞

愛媛県が建設業協会等と連携し、
応急復旧作業を実施。

国道378号

＜直轄国道＞

国土交通省四国地方整備局
が応急復旧作業を実施。

PAZ

UPZ

＜松山自動車道＞

国土交通省四国地方整
備局及び高速道路会社
（NEXCO）が応急復旧作
業を実施。

み さき

みつくえ




